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（３）団体の資金・財務について 

 

１）収入源 

 

質問：貴法人の主たる収入源は何ですか。（問 15・ＭＡとＳＡ） 

 

 

 主たる収入源は（複数回答）、「会費」が最も多く 76.7％、次いで「事業収益」58.4％、「寄付」52.4％な

どである。「行政等からの補助金・委託金」は 36.6％、「民間助成」は 20.7％となっている。 

 最も大きな比率を占める収入源（単数回答）は、「事業収入」23.1％、次いで「会費」19.2％などである。

ＮＰＯを支える主な収入基盤の第１位が「事業収入」となっている点は、会費や寄付等を中心とした

ボランティア団体との相違点と考えられるが、その差はけっして大きなものではない。 

 

 

図表１－１  主たる収入源（複数回答） 

当てはまるものすべての費目   

  回答数 ％ 

会費 897 76.7 

寄付 612 52.4 

事業収益 683 58.4 

行政等からの補助金・委託金 428 36.6 

民間助成（含む社協、共同募金） 242 20.7 

融資 24 2.1 

その他 24 2.1 

無回答 12 1.0 

全体 1,169 100.0 

 

 

 

図表１－２  主たる収入源（単数回答） 

最も大きな比率を占める費目   

  回答数 ％ 

会費 224 19.2 

寄付 110 9.4 

事業収益 270 23.1 

行政等からの補助金・委託金 176 15.1 

民間助成（含む社協、共同募金） 26 2.2 

融資 1 0.1 

その他※ 11 0.9 

無回答 0 0.0 

全体 351 30.0 

※「その他」には、「理事からの借入」「私募債」「バザー売上金」「著作権収入」などの回答があった。 
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２）借金残高の有無 

 

質問：最も近い決算終了年度において借金残高はありましたか。（問 16・ＳＡと数値） 

 

 

 借金残高は、「ある」が 24.5％、「ない」が 71.9％である。 

 金額は、「50 万円未満」が最も多く 20.4％、次いで「100-200 万円未満」14.3％、「50-100 万未満」

9.6％と続き、200 万円未満が 44.3％となる。なお、高額の 1,000 万円以上は 14.6％となっている。事

業規模と活動内容によって借入金のあり方が違うことが考えられる。 

 

 

図表２－１  借金残高の有無 

  回答数 ％ 

ある 280 24.5

ない 821 71.9

無回答 41 3.6

全体 1,142 100.0

 

図表２－２  借金残高の金額 

  回答数 ％ 

50 万円未満 57 20.4

50－100 万円未満 27 9.6

100－200 万円未満 40 14.3

200－300 万円未満 24 8.6

300－400 万円未満 24 8.6

400－500 万円未満 17 6.1

500－600 万円未満 15 5.4

600－700 万円未満 11 3.9

700－800 万円未満 4 1.4

800－900 万円未満 10 3.6

900－1000 万円未満 6 2.1

1000－2000 万円未満 16 5.7

2000－3000 万円未満 14 5.0

3000 万円以上 11 3.9

無回答 4 1.4

全体 280 100.0

 

最少 1 万円

最多 450,000 万円

平均 2,371 万円

総額 654,427 万円

集計対象数 276 団体
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３）年間収支規模 

 

質問：年間収支規模はどれくらいですか。（問 17・数値） 

※最も近い決算終了年度における総収入・総支出の額を記入した。  

※複数の会計がある場合には合算､千円以下は切り捨てた。    

 

 

 年間収支規模は、「1000-2,000 万円未満」が最も多く 15.6％。1,000 万以上が全体の 50.2％である。

これに対し小規模の割合は、「1-50 万円未満」が 11.4％、「50-100 万円未満」5.1％で、100 万円未満

は 17.1％である。 

 平均金額は、4,657 万円である。この平均値も、最大値に大きく影響された値であるといえ、解釈に

は注意が必要である。 

 

 

図表３－１  年間収支規模 

  回答数 ％ ＮＡ除外 

0 6 0.5 0.6 

1－50 万円未満 119 10.4 11.4 

50－100 万円未満 53 4.7 5.1 

100－200 万円未満 91 8.0 8.8 

200－400 万円未満 95 8.3 9.1 

400－600 万円未満 64 5.6 6.2 

600－800 万円未満 48 4.2 4.6 

800－1000 万円未満 43 3.8 4.1 

1000－2000 万円未満 162 14.2 15.6 

2000－3000 万円未満 85 7.5 8.2 

3000－4000 万円未満 76 6.7 7.3 

4000－5000 万円未満 33 2.9 3.2 

5000 万円－1 億万円未満 80 7.0 7.7 

1 億円以上 85 7.5 8.2 

無回答(NA) 99 8.7  

全体 1,139 100.0 n=1,040 

 

 

最少 0 万円

最多 452,774 万円

平均 4,657 万円

総額 4,885,360 万円

集計対象数 1,049 団体
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４）「事業費」に対する「管理費」の比率 

 

質問：最も近い決算終了年度の「事業費」に対する「管理費」の比率を記入して下さい。(問 18・数値） 

 

 

 「事業費」に対する「管理費」の比率は、図表４－１の通りである。 

 

 

図表４－１  「事業費」に対する「管理費」の比率 

  回答数 ％ NA 除外 

0 85 7.5 9.4 

10％未満 150 13.2 16.6 

10－20％未満 140 12.3 15.5 

20－30％未満 94 8.3 10.4 

30－40％未満 85 7.5 9.4 

40－50％未満 53 4.7 5.9 

50－60％未満 75 6.6 8.3 

60－70％未満 45 4.0 5.0 

70－80％未満 38 3.3 4.2 

80－90％未満 42 3.7 4.6 

90－100％未満 33 2.9 3.7 

100％以上 64 5.6 7.1 

無回答(NA) 235 20.6   

全体 1,139 100.0 n=904 

 

※ 「管理費」とは、法人の各種の業務を管理するため、毎事業年度経常的に要する支出であ

り、法人の運営に係る基礎的な維持管理のための費用。 

※ 「事業費」とは、法人の事業の実施のために直接要する支出で、管理費以外のもの。   

参考：『特定非営利活動法人ガイドブック』（東京都発行） 

 

※ 「調査票」では、計算式を「管理費÷事業費」としたが、文章では「管理費に対する事業費」

とした設問上の誤りがあった。ここでは計算式を優先した調査結果としているため、取り扱

い上の注意が必要である。 
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５）人件費総額 

 

質問：最も近い決算終了年度の「人件費総額」を記入して下さい。（問 19・数値） 

※管理費の中の人件費のみを記入、千円以下は切り捨てた。 

 

 

 管理費の中に人件費総額は、「なし（ゼロ）」が最も多く 22.2％である。この場合は、活動はボランティ

アによっているとみてよい。次いで「1-50 万円未満」が 13.5％、「200-400 万円未満」12.6％、

「1000-2000 万円未満」8.7％と続き、団体の規模が多様であるため人件費総額もばらついている。 

 

 

図表５－１  人件費総額 

  回答数 ％ ＮＡ除外 

0 187 16.4 22.2 

1－50 万円未満 114 10.0 13.5 

50－100 万円未満 50 4.4 5.9 

100－200 万円未満 71 6.2 8.4 

200－400 万円未満 106 9.3 12.6 

400－600 万円未満 50 4.4 5.9 

600－800 万円未満 52 4.6 6.2 

800－1000 万円未満 26 2.3 3.1 

1000－2000 万円未満 73 6.4 8.7 

2000－3000 万円未満 36 3.2 4.3 

3000－4000 万円未満 22 1.9 2.6 

4000－5000 万円未満 14 1.2 1.7 

5000 万円－1 億万円未満 25 2.2 3.0 

1 億円以上 17 1.5 2.0 

無回答(NA) 296 26.0  

全体 1,139 100.0 n=843 

 

 

最少 0 万円

最多 290,003 万円

平均 1,465 万円

総額 1,235,110 万円

集計対象数 843 団体
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６）主たる資産 

 

質問：貴法人の主たる資産はどの形態ですか。（問 20・ＭＡ） 

 

 

 主たる資産は（複数回答）、「現金」が最も多く 86.4％、次いで「物品」19.6％、「定期預金」13.7％で、

お金と物品が中心となっている。日本のＮＰＯは財政規模が小さいため、他の形態よりも「現金」によ

る資産が多くなっている。 

 

 

図表６－１  主たる資産（複数回答） 

  回答数 ％ 

土地・建物 38 3.3

物品 229 19.6

有価証券 13 1.1

定期預金 160 13.7

現金 1,010 86.4

その他※ 46 3.9

無回答 65 5.6

全体 1,169 100.0

※「その他」には「商標権」などの回答があった。 
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７）監査体制 

 

質問：貴法人の監査体制はどの方式をとっていますか。（問 21・ＳＡ） 

 

 

 監査体制は、「内部監査のみ」が 67.2％と最も多く、次いで「内部監査と外部監査の双方」が 18.8％、

「外部監査のみ」6.7％である。 

 外部監査を受けている団体は全体 25.5％である。外部監査は透明性の維持には必要かつ有効であ

るが、経費などの面でＮＰＯには負担も大きいため、定着していないとみられる。 

 

 

図表 7－1  監査体制① 

  回答数 ％ 

内部監査のみ 785 67.2 

外部監査のみ 78 6.7 

内部監査と外部監査の双方 220 18.8 

わからない 16 1.4 

無回答 70 6.0 

全体 1,169 100.0 

 

 

 

図表 7－1  監査体制② 

内部監査
のみ, 67.2%

外部監査を
受けている,

25.5%

わからない
＋NA, 7.4%
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